
















はこの機会に日本政府の立場から COVID -19 危機をより良い仕事の未来につなげるための取組み
について，国際分野も含めてご説明をさせていただきたいと思います。
日本におけるCOVID-19 の影響
　まず日本における COVID -19 の影響です。2020 年 11 月 30 日時点の国内の発生状況としては，
陽性者数 2,041 人（累計 146,465 人），死亡者数 2,118 人で，第三波の広がりが問題となっています。
　雇用・労働についての影響はどうかをみますと，有効求人倍率は直近の 10 月時点で 1.04 倍，完
全失業率は 3.1％です。10 月になって少し雇用が戻ってきているのは確かです。前年との比較でみ
ると，正規雇用 3535 万人は前年よりプラス 9 万人となっています。しかし非正規雇用 2111 万人
は前年よりマイナス 85 万人で，そのうち女性非正規が 1438 万人，前年よりマイナス 53 万人であ
り，非正規雇用，特に女性の非正規の減少が非常に大きく表れています。ただ 2008 年のリーマン




入りますし，「卸売業，小売業」の一部にも入ります。「製造業」の 10 月の雇用者数は 996 万人で，
前年同月比でみてプラス 12 万人です。8 月と 9 月は前年同月比でマイナスだったのですが，減少傾
向からプラスに転じてきております。「卸売業，小売業」の 10 月の雇用者数は 1005 万人で，こちら
も前年同月比で 8 月はマイナスでしたが，9 月からプラスになり盛り返してきているところです。
　「宿泊業，飲食サービス業」については，なかなか厳しい状況が依然として続いています。10 月
の雇用者数は 349 万人で，前年同月比マイナス 38 万人です。「医療，福祉」というエッセンシャル

































（1 人 1 日当たり助成額の上限）























生産指標要件は，通常の扱いは「最近 3 か月間の生産指標が前年同期に比べ 10％以上減少」した
場合なのですが，特例措置として，「最近 1 か月間の生産指標が前年同期に比べて 5％以上減少」
した場合に要件を緩和しました。また助成内容（1 人 1 日当たり助成額の上限）は通常の扱いは
「8,370 円」でしたが，特例措置として倍近い「15,000 円」に引き上げました。助成内容（助成率）
は，通常の扱いは「中小企業：2 ／ 3，大企業：1 ／ 2」でしたが，特例措置として「中小企業：



































クトの継続的な実施や COVID-19 を踏まえた対応をしていくとともに，COVID-19 の影響を受け
たアジア各国のニーズを踏まえた各種分野 ･ 業種への開発協力 ･ 支援を行っていきたいと考えてお
ります。先ほど伊澤さんからの基調講演でもご説明がございましたけれども，アジア，特にベトナ
ム，ミャンマーの繊維産業において，COVID -19 を踏まえた対応，協力が求められています。厚
生労働省でもこうしたニーズにしっかりと対応していければということで，資金の一部を拠出する
ことを検討しているところです。
COVID-19 危機をより良い仕事の未来につなげるために
　このコロナ危機をより良い仕事の未来につなげるためには何が必要でしょうか。政府としては，
まず雇用維持を図ることを前提に，COVID -19 の感染状況や，企業業績の状況に十分に注意をし
ながら「新たな日常」に向けて，事業再構築を進める企業への支援を行っていきたいと考えていま
す。
　その一つは，「「新たな日常」に向けた事業構造の変化に対応した適切な労働移動の実現」です。
例えば，飲食業において，都心の商業施設から郊外に移転する，テイクアウトを導入する，各業種
で非対面販売へ転換をするなど，業種，業態の転換の事例が見られます。また，衣料品メーカーが
マスクを製造する，あるいは自動車メーカーがマスクやフェイスシールドなど衣料関係用品の製造
に業態を拡大していくような取組みもみられます。こういった状況の中で，コロナ禍以降の離職
者，短時間労働を含む離職者に対して，トライアル雇用の支援を進めていく。あるいは，労働需給
の変化を的確にとらえた在籍出向の促進です。航空会社の社員さんが，製造あるいは販売の企業グ
ループにかなり大勢で在籍出向される状況も見られております。また非正規雇用労働者や女性の再
就職支援策を充実させていく。それから，事業転換に対応して，失業を予防するための人材教育の
支援，在職者訓練などを進めていきたいと考えています。
　二つ目は，「誰もが生きがいを持ってその能力を最大限発揮することができる働き方の実現」で
す。その方の状況に応じた多様で柔軟な働き方，例えば，テレワークですとか，副業 ･ 兼業といっ
た働き方もございます。また，働き方改革として，どのような雇用形態を選択しても納得が得られ
る処遇を目指して，「同一労働同一賃金」を進めております。加えて，非正規雇用の方から正社員
への転換のようなキャリアアップも支援していく。さらには，長時間労働の削減です。きわめて重
要な話ですけれども，特に男性労働者の家事・育児への関与の度合いを増やしていくことで，男女
労働者のワークライフバランスの促進，そういったものにもつなげていきたいと考えています。
　まだまだ感染者が増えていく中で，今後とも状況の変化に応じて対応していきたいと考えており
ます。ありがとうございました。
